埼玉県身元保証人確保対策事業実施要綱
１　目的
　身元保証人確保対策事業は、子どもや女性等（以下「子ども等」という。）の自立支援を図る観点から、児童養護施設等に入所中又は退所した子ども等や、里親等に委託中又は委託解除後の子ども等に対し、就職やアパート等の賃借、大学等へ進学する際に施設長等が身元保証人となった場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会が契約者として締結することにより、身元保証人を確保し、これらの者の社会的自立の促進に寄与することを目的とする。
２　実施主体等
　（１）本事業の実施主体は、埼玉県（以下「県」という。）とする。
　（２）本事業の運営主体は、社会福祉法人全国社会福祉協議会（以下「全社協」という。）とする。
３　対象となる子ども等
　　この事業の対象となる県が措置等を行った子ども等は、次に掲げるものとする。
①   児童福祉法（以下「法」という。）第２７条第１項第３号の規定により児童養護施設、児童心理治療施設、里親若しくは小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム)に措置されている者又は措置解除から本事業の申請まで５年以内の者。

②   平成２９年３月３１日付け雇児発０３３１第１０号別紙１「社会的養護自立支援事業実施要綱」（以下「社会的養護自立支援事業」という。）において実施する居住に関する支援を受け里親の居宅、小規模住居型児童養育事業を行う住居（ファミリーホーム）や施設等に引き続き居住している者又は社会的養護自立支援事業による支援が終了してから本事業の申請まで５年以内の者。
③   法第３３条の６第１項の規定により自立援助ホームに委託されている者又は委託解除から本事業の申請まで５年以内の者。

④   法第２３条第１項の規定により母子生活支援施設に保護されている者又は保護の解除から本事業の申請まで５年以内の者。
４  対象となる被保証人
　この事業の対象となる被保証人は、３に掲げる子ども等であって、かつ次の理由により父母（保護者）等に適当な保証人がなく施設長等が保証人となることが適当なものとする。
①  父母等が死亡又は行方不明、逮捕拘留中となっている。
②  父母等に心身の障害がある。
③  父母等が経済的に困窮している。
　④
  虐待や配偶者からの暴力等の理由により父母・配偶者等が保証人になるこ
　　とが適当でない、若しくは協力が得られない。
５　対象となる保証人
　　この事業の対象となる保証人は、次に掲げるものとする。
①　児童養護施設、児童心理治療施設、自立援助ホーム及び母子生活支援施設については、施設長又は設置（又は経営）主体の代表者とする。
②　里親
③　小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）については、養育者とする。
④　平成29年３月31日雇児発0331第56号「就学者自立生活援助事業の実施について」における就学者自立生活援助事業を行う者については、設置（又は経営）主体の代表者とする。

⑤　社会的養護自立支援事業については、施設長、里親、養育者又は設置（又は経営）主体の代表者とする。
６　保証範囲
　　この事業における保証の範囲は、次のとおりとする。
①　就職時の身元保証
　被保証人が雇用主のためにその業務を遂行するに当たり又は自己の職務上の地位を利用して雇用主又はその他の者に損害を与えた結果、又は被保証人が入院し、医療費の滞納等により、当該医療機関に損害を与えた結果、身元保証人が被った損害に対して全社協が保証金を支払う。
②　アパート等の賃借時の連帯保証
　賃貸住宅または賃貸施設（以下「賃貸住宅等」という。）に関し、被保証人との間で締結された賃貸借契約に基づき、貸主に対して負担する債務のうち、次に掲げるものが履行されないことにより連帯保証人が被った損害に対し全社協が保証金を支払う。
 ア　家賃若しくは賃貸料及び共益費（以下「家賃等」という。）の支払い
 イ　賃貸住宅等の修理又は原状回復の費用の支払い
 ウ　賃貸借期間経過後の不法住居による賠償金の支払い
 エ　前各号債務の履行遅延による遅延利息の支払い
③　大学等入学時の身元保証

　　被保証人が大学、高等学校などの教育機関における就学に関し、学費の滞納など、教育機関に損害を与えた結果、又は被保証人が入院し、医療費の滞納等により、当該医療機関に損害を与えた結果、身元保証人が被った損害に対して保証金を支払う。
７　保証期間
　　この事業における保証の期間は、次のとおりとする。
①  就職時の身元保証の期間は、１年毎の更新とし、原則として３年間とする。
　　ただし、県が必要と認める場合は、保証期間をさらに２年間延長し、最長５年間とすることができる。
②　賃貸住宅等の賃借時の連帯保証の期間は、１年毎の更新とし、原則として３年間とする。
　ただし、県が必要と認める場合は、保証期間をさらに１年間延長し、最長４年間とすることができる。

③　大学など教育機関入学時の身元保証の期間は、１年ごとの更新とし、原則として当該教育機関における正規の修業年数の間とする。ただし、都道府県等が必要と認める場合は、保証期間をさらに１年間延長し、原則として最長５年間とすることができる。
８　保証限度額
　　この事業における１件当たりの保証限度額は、次に掲げるものとする。
①
  就職時・入院時の身元保証　　　　　　　　　　　　　　　２００万円
②
  賃貸住宅等の賃借時の連帯保証　　　　　　　　　　　　　１２０万円
③  大学、高等学校など教育機関入学時・入院時の身元保証　　２００万円
９　保険料
　①　就職時の身元保証
　　 　 年間保険料　１２，９６０円（月額　　１，０８０円）
　　　　うち基本保証分　　年間保証料１０．５６０円（月額　　８８０円）
　　　　うち基本保証分　　年間保証料　２，４００円（月額　　２００円）
　②　賃貸住宅等の賃借時の連帯保証
　　　　年間保険料　１９，１５２円（月額　　１，５９６円）
　③  大学、高等学校など教育機関入学時の身元保証
　　　  年間保険料　１２，９６０円（月額　　１，０８０円）
　　　　うち基本保証分　　年間保証料１０．５６０円（月額　　８８０円）
　　　　うち基本保証分　　年間保証料　２，４００円（月額　　２００円）
10　求償権
全社協が雇用主、家主、教育機関等に損害賠償又は債務弁済を行ったときは、その賠償等をした金額の限度において、全社協は被保証人に対し求償権を有するものとする。
　　ただし、次に掲げる場合は、求償権の全部又は一部を行使しないことができる。
①　被保証人が死亡したとき。
②　被保証人が精神又は身体に著しい障害を受けたとき。
③　被保証人が生活に困窮し、賠償金などを返済することが困難であると認められるとき。
④　前３号のほか、特にやむを得ない事由があると認められるとき。
11  経費
県は、全社協がこの事業のために要する保険料について、負担するものとする。
12  その他
　　この要綱に定めのない事項については、別に定めるものとする。
　　
　　　附  則
  この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。
    　附　則
　この要綱は、平成２３年７月１日から適用とする。
      附　則
　この要綱は、平成２４年４月１日から適用とする。
      附　則
　この要綱は、平成３０年３月１日から適用とする。
　　 　附　則
　この要綱は、令和  ３年４月１日から適用とする。
　　　附　則
　この要綱は、令和  ４年７月１日から適用とする。
